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第３回委員会 参考資料集 p83～p89

No. 意見 対応方針（案）

1 将来の取扱貨物量の目標値を記載すると良い。
長期構想の目標年次における貨物量推計の結果概要を参考資料と
して整理した。

第２回委員会における主要意見と対応方針
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No. 意見 対応方針（案）

2

RORO貨物の検討を行う上では、北海道新幹線の延伸、近隣港湾
との役割分担、農林水産品の新たな需要の通年性などを踏まえて
検討が必要である。

貨物の安定輸送の観点から「鉄道貨物の輸送補完」、「他港との役
割分担」及び「通年性を確保した集荷」等の検討について進めるこ
とを追記した。

第２回委員会における主要意見と対応方針

第２回委員会（令和6年8月22日時点） 第３回委員会
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３．１ 青森港の取組施策 物流・産業

【施策①-1】 高規格ROROターミナル整備

■ ⻘森港のユニットロード潜在需要

既存のRORO船定期航路
（北海道・東北地方経由便）の
青森港ワンタッチを想定

■ ⻘森港のRORO船寄港イメージ

青森港
背後地域

関東地方関西・中国・四国・
九州地方

資料：海上定期便ガイド、
日本国内航海距離表

週3便程度を想定
（積載率約6割）

週1便程度を想定
（積載率約6割）

【潜在貨物の品目抽出条件】
・RORO・コンテナ・フェリーの
輸送実績あり
・中長距離帯への輸送実績あり
・海上輸送率が増加傾向
・ヒアリングで需要を確認

※○の数値は週あたり便数

資料：物流センサス（令和３年）より

• ユニットロードの潜在貨物需要は、飲料や石油製品、食料工業品、木製品等が占める割合が高く、関東方面は
週3便程度、関西以西方面は週１便程度の潜在需要が確認された。（積載率は約６割で計算）

• 青森県沖合を航行するRORO船（定期航路）が、ワンタッチで青森港に途中寄港する航路の確立を目指す。
• 将来的には、北海道新幹線の延伸（旅客鉄道の便数増）による鉄道貨物の輸送補完機能を担うことも検討する。

ROROターミナル
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第２回委員会（令和6年8月22日時点） 第３回委員会

No. 意見 対応方針（案）

3
RORO貨物の需要としては、弘前・津軽方面の精密機器や、県内一
次産品貨物がある。計画の推進と予算化を進められると良い。

精密機械や一次産品の需要も含めた、潜在貨物需要に応じて、
ROROターミナルの規模を設定している。
長期構想策定後、計画の推進等について継続的に検討を進める考
え。

第２回委員会における主要意見と対応方針
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３．１ 青森港の取組施策 物流・産業

【施策①-1】 高規格ROROターミナル整備

■ ROROターミナルの整備イメージ

資料：海上定期便ガイド、日本国内航海距離表
要素技術：「敦賀港における高規格ユニットロードターミナル形成に向けた取組」（令和5年2月2日）
国土交通省

項目 2014年
平均値

2023年
平均値

伸び率
（2014年⽐）

総トン数 10,472トン 12,977トン +23.9%
シャーシ積載 128台 155台 +21.0%
乗⽤⾞積載 329台 293台 -11.0%

船⻑ 160.7ｍ 172.8ｍ +7.5%
満載喫水 6.9ｍ 7.1ｍ +2.0%

船幅 25.2ｍ 28.0ｍ +11.3%

■ RORO船の船型動向
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東北・北海道に寄港するRORO船の

岸壁の必要延長と必要水深の相関関係(2023年)

船型のばらつきが小さい

（必要規模：水深9.0m、延長240m）

水深9.0m

延長240m

10年前と⽐較して船舶は⼤型化傾向

●東北・北海道に寄港するRORO船の平均船型の経年比較

自動係留装置（イメージ）
係留時、自動係留装置が船体に
吸着して船体動揺を抑制

センサー設置方式による
シャーシ位置管理（イメージ）

ナンバー読取みりによる
シャーシ出入り管理（イメージ）
ナンバーの自動読み取りを行い、
予約等された貨物であることを
自動確認

リモートによるシャーシ
損傷確認（イメージ）

• 東北地方・北海道に寄港するRORO船の船型は、大型化傾向にある。RORO船の船型特性を考慮した岸壁
を確保する必要がある。

• 岸壁背後にはシャーシプールを確保したROROターミナルを検討する。ターミナル内ではICT要素技術を活
用し、作業効率化を目指す。

ROROターミナル
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No. 意見 対応方針（案）

2
（再掲）

RORO貨物の検討を行う上では、北海道新幹線の延伸、近隣港湾
との役割分担、農林水産品の新たな需要の通年性などを踏まえて
検討が必要である。

貨物の安定輸送の観点から「鉄道貨物の輸送補完」、「他港との役
割分担」及び「通年性を確保した集荷」等の検討について進めるこ
とを追記した。

4
県内の長芋やりんご、北海道の食品の取扱に関して、ＤＸを進める
ことで物流コストを縮減していく必要がある。

シャーシの出入りや位置管理等でDXを促進し作業効率化を進め
るとともに、小口貨物積替施設やリーファープラグの活用により
大ロットの海上輸送を実現し、物流コストの縮減を目指すことを記
載した。

第2回委員会における主要意見と対応方針

第２回委員会（令和6年8月22日時点） 第３回委員会
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３．１ 青森港の取組施策 物流・産業

【施策①-2】 RORO貨物集配送拠点の整備

■ 農林水産品輸出環境強化イメージ

⻘森港

冷蔵・冷凍トレーラー
（RORO船により
内航フィーダー輸送）

北海道から
フェリー輸送

集約

輸出環境の強化：青森港

重要品目
小口貨物積替施設 リーファープラグ

①りんご ②りんごジュース ③ホタテ ④コメ
⑤水産加工品 ⑥ながいも ⑦ｲｶ･ｻﾊﾞ･ｽｹｿｳﾀﾞﾗ
⑧酒類

資料：「次世代高規格ユニットロードターミナル検討会とりまとめ」 （令和6年3月）
国土交通省港湾局計画課

■ RORO貨物関連施設のイメージ

フェリー貨物
と連携

鉄道貨物と連携
（臨港道路３号線の延伸）

• 農林水産品を中心とした青森港背後圏の貨物を集約し、小口貨物積替施設でコンテナ１本に積み替え、
ROROターミナルから内航フィーダー輸送を行う。（北海道からフェリーで輸送される農水産品や、鉄道貨物の積み替えも考慮）

• 隣接したRORO貨物関連施設として、小口貨物積替施設やリーファープラグの活用により大ロットの海上輸
送を実現し、物流コストの縮減を目指す。

• 近隣港湾との役割分担も考慮しつつ、青森港背後圏の企業に対して幅広くポートセールスを行うことで、通
年性を確保した貨物の集荷を目指す。

⼋⼾港
背後圏

⻘森港
背後圏

資料：「青森県輸出戦略」 （令和6年3月）青森県観光国際戦略推進本部

ROROターミナル
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No. 意見 対応方針（案）

5
人口減少による港湾労働者も不足に対し、フェリー貨物のDX（無
人トラック対応等）による高度化・効率化を進める必要がある。

物流ターミナルと高速道路ICや鉄道貨物駅の接続イメージの構想
を記載した。また、自動運転等の技術革新を取り込んだ機能高度化
にも対応していくことを追記した。
これらの取り組みにより、物流コストの縮減につなげることを記載
した。

6
高速道路ICや鉄道貨物駅へのアクセス向上の観点も追記されると
良い。また、関係者と意見交換しながら計画を検討していくと良い。

7

鉄道貨物との連携には、貨物の積卸作業等でDXを進めることが
重要である。また、港内シャーシの取扱いにおける軽減措置を検討
してほしい。

第2回委員会における主要意見と対応方針

第２回委員会（令和6年8月22日時点） 第３回委員会



３．１ 青森港の取組施策 物流・産業

【参考】 青森港背後における貨物の流れ

• 青森港背後には東北自動車道に接続する青森ICや、貨物鉄道に接続する東青森駅が立地し、多様な交通
モードの結節点の役割を持つことから、ICや鉄道貨物駅と物流ターミナルまでの陸上交通のアクセス性を高
め、利便性の向上と物流コストの縮減、災害時の緊急物資輸送機能の拡充を目指す。

• 長期的には、自動運転等の技術革新を踏まえ、幅員拡幅等の臨港道路の機能拡充を図る。

10
青森中央IC

函館・室蘭
（フェリー）

青森自動車道

仙台・
東京
方面

仙台・東京方面

秋田方面

臨港道路3号線延伸
(既定計画)

日本海側
（RORO）

太平洋側
（RORO）

青森フェリー・
ROROターミナル

東青森駅
（鉄道貨物駅）

新青森駅

北海道
方面

青森IC

⻘森港背後の貨物の流れ

※物流・産業「施策①-1、施策①-２、施策②-２」、
防災・危機管理「施策②-1」に関連
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第２回委員会（令和6年8月22日時点） 第３回委員会

No. 意見 対応方針（案）

8

臨港道路のセットバックが進まないと再編が進まないため、実現可
能な手順で整備を進める必要がある。新たな用地を先に確保し、移
転を誘導する仕組みが必要となる。

港湾計画改訂時に新たな用地が先に確保される整備手順を検討す
る。

第２回委員会における主要意見と対応方針



将来

12

３．１ 青森港の取組施策 物流・産業

【参考】 臨港道路２号線の法線変更イメージ ※「施策①-1、①-２、②-２、③-1」に関連

【参考】 臨港道路２号線の法線変更イメージ

現況

臨港道路２号線を
内陸側にセットバック

• フェリー埠頭と沖館埠頭の貨物の取扱いにおける利便性を高めることを目的に、臨港道路２号線を内陸側に
セットバックし、一体的に利用できる土地を拡張する。

沖館埠頭沖合への
アクセス方法は要検討
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No. 意見 対応方針（案）

9
港湾計画一部変更（令和5年9月）前の油川埠頭で計画していた物
流機能も踏まえて、物流機能を検討する必要がある。

既定計画に見込んでいた油川埠頭の貨物需要を踏まえ、沖館埠頭
のバルク貨物を集約する方針としている。

10

青森港には輸出木材の需要がある。中国向けに原木輸出のトライア
ルを実施した際には、バースとヤード不足により荷役が困難であっ
たため、物流用地の縮小は避ける必要がある。

貨物需要を踏まえ、沖館埠頭にバルク貨物を集約する方針とした。
港湾計画改訂時には、具体的な需要を精査し、バースやヤードの必
要規模の検証を行う。

第２回委員会における主要意見と対応方針

第２回委員会（令和6年8月22日時点） 第３回委員会



目標年

沖館埠頭
-10m岸壁
(-10)185m

沖館埠頭
-13m岸壁
(-13)270m

沖館埠頭
-7.5m岸壁
(-7.5)260m

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日 9日 10日 11日 12日 13日 14日 15日

非金属鉱物金属くず

ROROターミナルにシフト

石炭 原木
14

３．１ 青森港の取組施策 物流・産業

【施策③-1】バルクターミナルの再編

■ バルクターミナルの再編イメージ

沖館埠頭-7.5岸壁から
非⾦属鉱物をシフト

原木の新規需要
に対応

■ バルク貨物の将来需要

■ 沖館埠頭バースウィンドウ（将来）

クルーズ船は
本港地区にシフト

物流倉庫等の⽴地
促進エリア

• 青森港では、原木（輸出）の新規取扱、金属くず（輸移出）の増加、非金属鉱物（移出）の減少が見込まれる。
• 将来の取扱貨物量を踏まえて、係留施設を沖館埠頭-13m岸壁と沖館埠頭-10m岸壁の２バースに集約しつ
つ、クルーズ船を本港地区にシフトすることで、効率的なバース利用を目指す。

• 各品目の所要面積を確保した再編を進めつつ、背後には物流倉庫等の立地促進の用地を確保することで、物
流効率化を目指す。

バルクターミナル



No. 意見 対応方針（案）

11

洋上風力発電の浮体基礎の保管は、陸奥湾内の避難船や漁業によ
る利用を考慮すると、青森港内の水域を活用することは有効であ
る。（配置は要検討）

国が検討する方向性や必要機能の検討状況を考慮しつつ、青森港
も長期的な視点で検討を進める。
青森港長期構想では、青森港の利用状況を踏まえて、想定される
候補地を抽出した。

12

浮体式洋上風力発電の基地港湾の機能は、全国的に検討段階であ
る。国としての方針が固まり次第、各港湾で検討を進める流れにな
るため、情報提供しながら議論を進めたい。

13
洋上風力発電基地の新たな用地は、西側に土地造成を行うことが
望ましい。

23

沖館埠頭の沖合への臨港道路や、洋上風力発電設備の浮体基礎の
保管等の位置に関しては、フェリー航行に配慮した配置に設定する
必要がある。

沖合への臨港道路の法線は、次世代エネルギー拠点の整備が具体
化した段階で検討するため、道路法線が未定である表現に修正し
た。
洋上風力発電設備の浮体基礎の保管位置を見直した。

第2回委員会における主要意見と対応方針

第２回委員会（令和6年8月22日時点） 第３回委員会

15
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３．１ 青森港の取組施策

【施策④-1】浮体式を含む洋上風力発電設備の基地港湾の整備

■ 洋上風⼒発電基地港湾の候補地イメージ

物流・産業

• 洋上風力発電の基地港湾となる油川埠頭を候補地として、着床式洋上風力発電設備のメンテナンス資機材
の取扱いに加えて、長期的には浮体式洋上風力発電設備の取扱いの可能性を検討する。

• 沖館東防波堤の港内側の静穏な水域は、洋上風力発電設備の浮体基礎の保管水域としての活用を検討する。

洋上風力発電

青森港で担う範囲

資料：「洋上風力発電の導入促進に向けた港湾のあり方に関する検討会（第1回）」 （令和5年5月）
国土交通省港湾局

資料：「浮体式洋上風力発電所に対応した基地港湾の最適な規模について」
（令和3年10月）国土交通省港湾局



第2回委員会における主要意見と対応方針

第２回委員会（令和6年8月22日時点） 第３回委員会

No. 意見 対応方針（案）

11
（再掲）

洋上風力発電の浮体基礎の保管は、陸奥湾内の避難船や漁業に
よる利用を考慮すると、青森港内の水域を活用することは有効で
ある。（配置は要検討）

国が検討する方向性や必要機能の検討状況を考慮しつつ、青森港
も長期的な視点で検討を進める。
青森港長期構想では、青森港の利用状況を踏まえて、想定される
候補地を抽出した。

12
（再掲）

浮体式洋上風力発電の基地港湾の機能は、全国的に検討段階で
ある。国としての方針が固まり次第、各港湾で検討を進める流れ
になるため、情報提供しながら議論を進めたい。

13
（再掲）

洋上風力発電基地の新たな用地は、西側に土地造成を行うことが
望ましい。

14
浮体式洋上風力発電のハブになることで、産業クラスター・サプラ
イチェーン形成し、青森地域の産業振興につなげていけると良い。

産業振興の観点から「産業クラスター」及び「サプライチェーンの形
成」を促していくことを追記した。

17
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３．１ 青森港の取組施策

【施策④-2】洋上風力発電関連産業の立地促進

■ 洋上風⼒発電関連産業の⽴地事例 ■ 産業形成に向けた取組イメージ

②ビジターセンター
（例：AOW風みらい館）

④トレーニングセンター
（例：ｸﾞﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰﾎﾟｰﾄひびき）

資料：①、②「洋上風力発電を通じた地域振興ガイドブック」（令和4年2月）国土交通省港湾局
③「洋上風力発電の導入促進に向けた港湾のあり方に関する検討会（第1回）」 （令和5年5月）国土交通省港湾局
④「グリーンエネルギーポートひびき事業パンフレット」北九州市港湾空港局 エネルギー産業拠点化推進室

物流・産業

• 油川埠頭の背後用地を洋上風力発電の関連産業の立地を促進するエリアと位置付け、基地港湾と連携可能
な産業クラスターと関連産業のサプライチェーンの形成を促す。

• 背後地域からの部材供給や組立・設置工事における作業船・漁船等（タグボート・台船・警戒船等）の利用促進
を図ることで、県内全体として洋上風力発電の産業振興を目指す。

①洋上風力の人材育成・
研究開発ｸﾗｽﾀｰ
（例：英国ハンバー地域）

③部材工場
（例：JFEﾓﾉﾊﾟｲﾙ工場）

洋上風力発電
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No. 意見 対応方針（案）

15
新中央埠頭-10m岸壁の延伸では、操船者の心理的なプレッシャー
も考慮し、北側の浅瀬（護岸基礎）を撤去することが望ましい。

港湾計画の検討と並行して、北側の浅瀬（護岸基礎）の撤去可否を
確認する。

16

クルーズ振興について、新中央埠頭の延伸と２バース化は有効であ
る。２バース目に関しては、大型船２隻同時寄港の可能性もあるた
め、５万トン級ではなく８万トン～10万トンに対応できると良い。

港湾計画改訂時にクルーズ船の需要を精査し、施設規模を設定す
る。対象船型はイメージのため削除した。

第2回委員会における主要意見と対応方針

第２回委員会（令和6年8月22日時点） 第３回委員会
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３．１ 青森港の取組施策 交流・人流

【施策①-1】2隻同時寄港に対応したクルーズ拠点の整備

■ クルーズ船の船型動向

■ クルーズターミナルの整備イメージ

防波堤撤去

防波堤一部撤去

土地造成

出典：青森県観光物産館アスパムHP

青森県観光物産館
アスパム

青森港国際クルーズターミナル

一体的な利用による
ターミナル機能拡充 連続性確保による

アクセス性向上

駐車場スペース拡充

静穏性を確保するための新たな
防波堤は港湾計画で検討する

• 東北地方に寄港するクルーズ船は、5万トン未満で約6割をカバーしている状況であり、近年では13万トンを
超える大型クルーズ船の寄港回数が増加傾向にある。

• 新中央埠頭の岸壁は、延伸による大型クルーズ船対応の機能強化を行う。また、青い海公園に新たなクルー
ズターミナルを整備し、青森港におけるクルーズ船２隻同時寄港に対応する。

クルーズターミナル

1 1 23 2 1 1 2
2 4 4 4

35 36 36 35 38
32

1 1
13

9 13 19
21 16 12
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5
4 8

10 11 8 10
11 12
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80%
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2014 2015 2016 2017 2018 2019

3千～5千トン未満 5千～1万トン未満 1万～2万トン未満 2万～3万トン未満 3万～5万トン未満
5万～7万トン未満 7万～10万トン未満 10万～13万トン未満 13万～16万トン未満

（年）

5万トン対応で
約６割程度をカバー

13万トン越えの
超大型クルーズ船の寄港
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No. 意見 対応方針（案）

16
（再掲）

クルーズ振興について、新中央埠頭の延伸と２バース化は有効で
ある。２バース目に関しては、大型船２隻同時寄港の可能性もある
ため、５万トン級ではなく８万トン～10万トンに対応できると良い。

港湾計画改訂時にクルーズ船の需要を精査し、施設規模を設定す
る。
対象船型はイメージのため削除した。

17
クルーズ船社からサステナビリティを求められるため、再生可能エ
ネルギーを活用した陸上電源供給設備を導入することが望ましい。

陸上電源供給設備の導入イメージを追記した。

第2回委員会における主要意見と対応方針

第２回委員会（令和6年8月22日時点） 第３回委員会
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３．１ 青森港の取組施策

【施策①-2】クルーズターミナルの受入環境高度化

交流・人流

■ クルーズターミナルにおける受⼊環境⾼度化イメージ

出典：青森県観光物産館アスパムHP

青森県観光物産館アスパム

青森港国際クルーズターミナル

①Wi-Fi環境整備 ②多言語対応 ③洋式トイレ

●ターミナルビルにおける受⼊環境⾼度化

④キャッシュレス対応

資料︓海洋周辺地域における訪⽇観光の魅⼒向上事業（令和5年7月）
（国土交通省）

●活⽤が期待される技術
①防災・観光デジタルサイネージ

⑤プロムナード整備 ⑥観光案内システム

②グリーンスローモビリティ

資料︓国土交通省HPより

• クルーズ旅客の満足度を向上するため、クルーズターミナルにおける多言語対応やキャッシュレス対応を始
めとする受入環境の高度化を進める。

• 防災・観光デジタルサイネージの整備やグリーンスローモビリティといった情報通信技術、陸上電力供給シス
テムといった脱炭素化技術を活用した受入機能高度化も検討を進める。

※グリーンスローモビリティとは、時速20km未満で公道を走ることができる電動車を
活用した小さな移動のサービスであり、「環境にやさしい」、「観光客が景色を楽しめる」、
「地域のコミュニケーション創出」などの利点を有する

③陸上電⼒供給システム

クルーズターミナル


